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１ 地域水産業再生委員会 

組織名 遠賀地区地域水産業再生委員会 

代表者名 会長 山形 隆幸（遠賀漁業協同組合 代表理事組合長） 
 

再生委員会の構成員 遠賀漁業協同組合、岡垣町農林水産課、芦屋町産業観光課、 
福岡県漁業協同組合連合会、福岡県水産海洋技術センター 

オブザーバー 福岡県農林水産部水産局水産振興課 

 

対象となる地域の範囲及

び漁業の種類 

福岡県遠賀郡岡垣町及び芦屋町（遠賀漁業協同組合） 
一本釣漁業（延51名） 

小型いかつり漁業（延35名） 

えそごち網漁業（延12名） 

刺網漁業（延17名） 

かご漁業（延9名） 

採介藻漁業（延23名） 

 

漁業者合計73名（延人数合計147名）（令和5年4月1日現在） 

 

２ 地域の現状 

（１）関連する水産業を取り巻く現状等 

遠賀地区は、芦屋町・岡垣町・遠賀町・水巻町の４町で構成しており、鹿児島本線と国道

３号という九州の大動脈が地区を貫いている事もあり、各町とも盛んに開発が進み、交通の

便がよいことから、人口が急増した。近年は、拡大する福岡都市圏にも入りつつあり、同市

のベッドタウンにもなっている。 

遠賀漁業協同組合は、波津本所、芦屋支所及び柏原支所で運営しており、組合員数は73名

（正組合員数57人、准組合員数16人）、漁獲量は190ｔ、水揚額は約219百万円である。 

主な漁業種類は一本釣、小型いか釣り、えそごち網、刺網、かご、採介藻などで、主な魚

種はサワラ、ケンサキイカ、タイ、アワビ、ヒラメ、イトヨリ、ウニ、カレイ、メンボ、サ

ザエ、ヒジキ、スズキ、ハモ、タコ等が漁獲される。 

主な出荷先は、北九州市地方卸売市場や福岡市中央卸売市場である。 

 近年は海洋環境変化に起因する海水温上昇や磯焼け等の影響で、漁獲量減少や漁獲魚種の

変化が起きている。 

また、燃油資材の高騰やコロナ禍の魚価低下の影響により、漁業経営をさらに圧迫してい

る。 

 

（２）その他の関連する現状等 

遠賀地区は福岡県の北部に位置し、東に北九州市、西に宗像市が隣接している。人口は、

4町で9万人弱を擁し、芦屋町では1万3千人、岡垣町では３万1千人である。芦屋町は2002年

から過疎地域に指定され減少傾向であり、岡垣町は遠賀地区で最も人口が多く、北九州市や

福岡市のベッドタウンとして、発展著しい町である。基幹産業は専ら農漁業である。４町の

うち、響灘に接する芦屋町及び岡垣町で水産業が営まれている。 

 

 



３ 活性化の取組方針 

（１）前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等 

 

 

（２）今期の浜の活力再生プランの基本方針 

１ 漁業収入向上のための取組 

① 魚価向上の取組 

・「あしやんいか」を中心に、タイ、サザエなど地元水産物の認知度向上 

・サワラの高鮮度処理による付加価値向上 

・未利用資源を活用した加工品の販売 

・板ウニを中心とした販売による単価の向上 

②水産物消費拡大への取組 

・各種イベントでの地元産水産物や漁業者の活動のＰＲ 

・町や観光協会等との連携による消費拡大 

③資源量増加の取組 

・食害生物の駆除等による藻場の回復 

・稚貝・稚魚の放流と資源管理の徹底 

④施設・設備等の活用 

・冷凍施設について検討及び整備 

・既存施設・設備の老朽化等への対応 

 

２ 漁業コスト削減のための取組 

①燃油の急騰に対する備え 

・漁業経営セーフティーネット構築事業への加入推進 

②省燃油活動の推進 

・船底清掃や減速航行の徹底等省燃油活動の推進 

・スマート（海況予測）を活用した操業の効率化 

③休漁日の設定 

・休漁日の設定による燃油コストの削減 

 

３ 漁村活性化のための取組 

①漁業人材確保 

・漁業就業希望者受入れに必要な体制を整備 

②漁業人材育成 

・ベテラン漁業者の熟練した漁労技術を若手漁業者に伝承承継する為の制度等を構築 

③その他の取組 

・学校給食への地元産水産物の提供による魚食普及 

 

 

（３）資源管理に係る取組 

資源へ与える負荷の抑制 

・採捕の禁止、漁獲サイズの制限（福岡県漁業調整規則） 

アワビ：11/1～12/20の採捕禁止、殻長10cm以下の採捕禁止 

・操業方法の制限（筑前海区漁業調整委員会指示） 

釣  漁  業：油いか（魚油等の油性物に浸漬した全ての餌料及び疑似餌）使用の禁止 

一本釣漁業：集魚灯の電球の光力は45kw以内、ソケット数は15個以内 

・出漁日数等の制限、漁獲サイズの制限（漁協独自の資源管理計画） 

採 介 藻 漁 業：サザエ５㎝未満の捕獲禁止、出漁日数の制限及び時間の短縮 

えそごち網漁業：毎月第２、４土曜日の休漁 

 

 



（４）具体的な取組内容 

１年目（令和６年度） 所得向上率（基準年比）２.７％ 

漁業収入向上の

ための取組 

①魚価向上の取組 

◆地域ブランド「あしやんいか」を中心にタイ、サザエなど地元水産物の

認知度向上・消費拡大 

・漁協は、ケンサキイカの他産地との差別化のため、鮮度管理・取扱方

法について基準を設け、この基準を満たしたケンサキイカを「あしや

んいか」として魚価の向上を図る。 

・漁業者は、市場関係者等から情報収集を行い、タイ、サザエなど地元

水産物の高値販売を行う。 

・各種イベントに積極的に参加し、「あしやんいか」を中心として、タ

イ、サザエなど地元水産物をＰＲすることで、認知度向上及び消費拡

大を図る。 

・地元の「あしやんいか」取扱い飲食店においてＰＲすることで、認知

度向上及び消費拡大を図る。 

◆サワラの高鮮度処理による付加価値向上 

・漁協は、サワラの他産地との差別化のため、「海水氷による脱血処

理」等高鮮度処理を行ったサワラにブランドシールを貼り、魚価の向

上を図る。 

・漁協は、市場の卸売業者等から高値で売れる出荷形態（数量・サイ

ズ）等の情報を収集し、対応することで、魚価の向上を図る。 

・町、観光協会等と連携してサワラをＰＲし、サワラの認知度向上と消

費拡大を図る。 

◆未利用資源を活用した加工品の販売 

・未利用資源を利用した加工品について、資源保護の観点から持続可能

な適正量の漁獲を行い、加工品の製造・販売を行う。 

◆板ウニを中心とした販売による単価の向上 

・単価の高い板ウニでの販売に取り組むとともに、板ウニ単価が下落し

た場合は塩水ウニでの販売に切り替えるなど、市況の動きに柔軟に対

応することで単価の向上を図る。 

・塩水ウニの内容量の適正化など、消費者のニーズ等に対応した商品の

販売について検討する。 

 

②水産物消費拡大への取組 

◆各種イベントでの地元産水産物や漁業者の活動のＰＲ 

・町は、「ふくおか町村フェア」等遠賀地区内外の各種イベントにおい

て、地元産水産物やそれらを使った加工品、漁業者の活動等の周知・

ＰＲを行い、地元産水産物の販売及び加工利用の拡大を図る。 

◆町や観光協会等との連携による消費拡大 

・漁協及び町は、商工会や観光協会等と連携し、地元水産物の利用及び

販売の拡大を図る。 

 

③資源量増加の取組 

◆食害生物の駆除等による藻場の回復 

・漁協及び採介藻漁業者等は、水産多面的機能発揮対策事業等を活用

し、磯焼けの原因となるムラサキウニやガンガゼなどのウニ類の駆除

及び母藻の投入を定期的に行う。また、年１回のモニタリングで効果

等を継続して把握し、藻場の造成並びに漁場環境の保全と磯資源の増

加を図る。 

◆稚貝・稚魚の放流と資源管理の徹底 

・漁協及び漁業者は、関係機関と連携し、ヒラメ・アワビ等を放流する

ことで資源量の増加を図る。 

・採介藻漁業者等は、ウニの資源増大を図るため、県水産海洋技術セン

ター指導のもと、藻場が豊富な漁場へウニの移植を行う。また、この



移植作業を水産高校の学生と行うことで、漁場環境保全、資源管理の

取組の普及啓発につなげる。 

・漁協は、効果的な種苗放流を行うために保護区域を設定し、放流後、

漁獲サイズに至るまでの期間、放流した漁場を禁漁区に設定し、効率

的で効果の高い漁獲に努める。 

・漁業者は、休漁日を利用した漁場の清掃活動に努める。 

・漁業者は、密漁監視を行い、地先水産資源の保護に努める。 

 

④施設・設備等の活用 

◆施設・設備の老朽化等への対応 

・漁協は、漁業収益力の向上や漁業者の安全な操業を図るため、老朽化

した施設の更新等を必要に応じて実施する。 

 ・操業に使用する餌を保管する冷凍庫の整備を検討する。 

漁業コスト削減

のための取組 

①燃油の急騰に対する備え 

・漁協は燃油の急騰による漁業コストの圧迫に備えるため、漁業経営セ

ーフティーネット構築事業への加入を推進する。 

②省燃油活動の推進 

・漁業者は、減速航行の徹底や係留中の機関の停止、不要不急な積載物

の削減による船体の軽量化、定期的な船底清掃による航行時の抵抗削

減や、スマート（海況予測）を活用し操業の効率化を図る等、省燃油

に繋がる活動を実施し、燃油消費量を抑制する。 

② 休漁日の設定 

・各漁業種で休漁日を設定し、出漁日数の削減を行い、燃油コストの削

減を図る。 

漁村の活性化の

ための取組 

① 漁業人材確保 
・漁業就業希望者の受入れに必要な体制を整備する。 

②漁業人材育成 
・ベテラン漁業者の熟練した漁労技術を若手漁業者に伝承承継する為の

制度等を構築する。 
③その他の取組 
・町と連携し、地元の小中学校へ給食の食材として地元産水産物を提供 
し、魚食普及に取り組む。 

活用する支援措

置等 

漁業者保証円滑化対策事業（国） 
水産物供給基盤整備事業（国） 
水産多面的機能発揮対策揮事業（国） 
漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 
浜の活力再生・成長促進交付金（国） 

 

２年目（令和７年度） 所得向上率（基準年比）４.５％ 

漁業収入向上の

ための取組 

①魚価向上の取組 

◆地域ブランド「あしやんいか」を中心にタイ、サザエなど地元水産物の

認知度向上・消費拡大 

・漁協は、ケンサキイカの他産地との差別化のため、鮮度管理・取扱方

法について基準を設け、この基準を満たしたケンサキイカを「あしや

んいか」として魚価の向上を図る。 

・漁業者は、市場関係者等から情報収集を行い、タイ、サザエなど地元

水産物の高値販売を行う。 

・各種イベントに積極的に参加し、「あしやんいか」を中心として、タ

イ、サザエなど地元水産物をＰＲすることで、認知度向上及び消費拡

大を図る。 

・地元の「あしやんいか」取扱い飲食店においてＰＲすることで、認知

度向上及び消費拡大を図る。 

 



◆サワラの高鮮度処理による付加価値向上 

・漁協は、サワラの他産地との差別化のため、「海水氷による脱血処

理」等高鮮度処理を行ったサワラにブランドシールを貼り、魚価の向

上を図る。 

・漁協は、市場の卸売業者等から高値で売れる出荷形態（数量・サイ

ズ）等の情報を収集し、対応することで、魚価の向上を図る。 

・町、観光協会等と連携してサワラをＰＲし、サワラの認知度向上と消

費拡大を図る。 

◆未利用資源を活用した加工品の販売 

・未利用資源を利用した加工品について、資源保護の観点から持続可能

な適正量の漁獲を行い、加工品の製造・販売を行う。 

◆板ウニを中心とした販売による単価の向上 

・単価の高い板ウニでの販売に取り組むとともに、板ウニ単価が下落し

た場合は塩水ウニでの販売に切り替えるなど、市況の動きに柔軟に対

応することで単価の向上を図る。 

・塩水ウニの内容量の適正化など、消費者のニーズ等に対応した商品の

販売について検討する。 

 

②水産物消費拡大への取組 

◆各種イベントでの地元産水産物や漁業者の活動のＰＲ 

・町は、「ふくおか町村フェア」等遠賀地区内外の各種イベントにおい

て、地元産水産物やそれらを使った加工品、漁業者の活動等の周知・

ＰＲを行い、地元産水産物の販売及び加工利用の拡大を図る。 

◆町や観光協会等との連携による消費拡大 

・漁協及び町は、商工会や観光協会等と連携し、地元水産物の利用及び

販売の拡大を図る。 

 

③資源量増加の取組 

◆食害生物の駆除等による藻場の回復 

・漁協及び採介藻漁業者等は、水産多面的機能発揮対策事業等を活用

し、磯焼けの原因となるムラサキウニやガンガゼなどのウニ類の駆除

及び母藻の投入を定期的に行う。また、年１回のモニタリングで効果

等を継続して把握し、藻場の造成並びに漁場環境の保全と磯資源の増

加を図る。 

◆稚貝・稚魚の放流と資源管理の徹底 

・漁協及び漁業者は、関係機関と連携し、ヒラメ・アワビ等を放流する

ことで資源量の増加を図る。 

・採介藻漁業者等は、ウニの資源増大を図るため、県水産海洋技術セン

ター指導のもと、藻場が豊富な漁場へウニの移植を行う。また、この

移植作業を水産高校の学生と行うことで、漁場環境保全、資源管理の

取組の普及啓発につなげる。 

・漁協は、効果的な種苗放流を行うために保護区域を設定し、放流後、

漁獲サイズに至るまでの期間、放流した漁場を禁漁区に設定し、効率

的で効果の高い漁獲に努める。 

・漁業者は、休漁日を利用した漁場の清掃活動に努める。 

・漁業者は、密漁監視を行い、地先水産資源の保護に努める。 

 

④施設・設備等の活用 

◆施設・設備の老朽化等への対応 

・漁協は、漁業収益力の向上や漁業者の安全な操業を図るため、老朽化

した施設の更新等を必要に応じて実施する。 

・操業に使用する餌を保管する冷凍庫の整備を検討する。 



漁業コスト削減

のための取組 

① 燃油の急騰に対する備え 

・漁協は燃油の急騰による漁業コストの圧迫に備えるため、漁業経営セ

ーフティーネット構築事業への加入を推進する。 

② 省燃油活動の推進 

・漁業者は、減速航行の徹底や係留中の機関の停止、不要不急な積載物

の削減による船体の軽量化、定期的な船底清掃による航行時の抵抗削

減や、スマート（海況予測）を活用し操業の効率化を図る等、省燃油

に繋がる活動を実施し、燃油消費量を抑制する。 

③ 休漁日の設定 

・各漁業種で休漁日を設定し、出漁日数の削減を行い、燃油コストの削

減を図る。 

漁村の活性化の

ための取組 

①漁業人材確保 
・漁業就業希望者受入れに必要な体制を整備する。 

②漁業人材育成 
・ベテラン漁業者の熟練した漁労技術を若手漁業者に伝承承継する為の

制度等を構築する。 
③その他の取組 
・町と連携し、地元の小中学校へ給食の食材として地元産水産物を提供 
し、魚食普及に取り組む。 

活用する支援措

置等 

漁業者保証円滑化対策事業（国） 
水産物供給基盤整備事業（国） 
水産多面的機能発揮対策揮事業（国） 
漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 
浜の活力再生・成長促進交付金（国） 

 
３年目（令和８年度） 所得向上率（基準年比）６.４％ 

漁業収入向上の

ための取組 

①魚価向上の取組 

◆地域ブランド「あしやんいか」を中心にタイ、サザエなど地元水産物の

認知度向上・消費拡大 

・漁協は、ケンサキイカの他産地との差別化のため、鮮度管理・取扱方

法について基準を設け、この基準を満たしたケンサキイカを「あしや

んいか」として魚価の向上を図る。 

・漁業者は、市場関係者等から情報収集を行い、タイ、サザエなど地元

水産物の高値販売を行う。 

・各種イベントに積極的に参加し、「あしやんいか」を中心として、タ

イ、サザエなど地元水産物をＰＲすることで、認知度向上及び消費拡

大を図る。 

・地元の「あしやんいか」取扱い飲食店においてＰＲすることで、認知

度向上及び消費拡大を図る。 

◆サワラの高鮮度処理による付加価値向上 

・漁協は、サワラの他産地との差別化のため、「海水氷による脱血処

理」等高鮮度処理を行ったサワラにブランドシールを貼り、魚価の向

上を図る。 

・漁協は、市場の卸売業者等から高値で売れる出荷形態（数量・サイ

ズ）等の情報を収集し、対応することで、魚価の向上を図る。 

・町、観光協会等と連携してサワラをＰＲし、サワラの認知度向上と消

費拡大を図る。 

◆未利用資源を活用した加工品の販売 

・未利用資源を利用した加工品について、資源保護の観点から持続可能

な適正量の漁獲を行い、加工品の製造・販売を行う。 

◆板ウニを中心とした販売による単価の向上 

・単価の高い板ウニでの販売に取り組むとともに、板ウニ単価が下落し

た場合は塩水ウニでの販売に切り替えるなど、市況の動きに柔軟に対

応することで単価の向上を図る。 



・塩水ウニの内容量の適正化など、消費者のニーズ等に対応した商品の

販売について検討する。 

 

②水産物消費拡大への取組 

◆各種イベントでの地元産水産物や漁業者の活動のＰＲ 

・町は、「ふくおか町村フェア」等遠賀地区内外の各種イベントにおい

て、地元産水産物やそれらを使った加工品、漁業者の活動等の周知・

ＰＲを行い、地元産水産物の販売及び加工利用の拡大を図る。 

◆町や観光協会等との連携による消費拡大 

・漁協及び町は、商工会や観光協会等と連携し、地元水産物の利用及び

販売の拡大を図る。 

 

③資源量増加の取組 

◆食害生物の駆除等による藻場の回復 

・漁協及び採介藻漁業者等は、水産多面的機能発揮対策事業等を活用

し、磯焼けの原因となるムラサキウニやガンガゼなどのウニ類の駆除

及び母藻の投入を定期的に行う。また、年１回のモニタリングで効果

等を継続して把握し、藻場の造成並びに漁場環境の保全と磯資源の増

加を図る。 

◆稚貝・稚魚の放流と資源管理の徹底 

・漁協及び漁業者は、関係機関と連携し、ヒラメ・アワビ等を放流する

ことで資源量の増加を図る。 

・採介藻漁業者等は、ウニの資源増大を図るため、県水産海洋技術セン

ター指導のもと、藻場が豊富な漁場へウニの移植を行う。また、この

移植作業を水産高校の学生と行うことで、漁場環境保全、資源管理の

取組の普及啓発につなげる。 

・漁協は、効果的な種苗放流を行うために保護区域を設定し、放流後、

漁獲サイズに至るまでの期間、放流した漁場を禁漁区に設定し、効率

的で効果の高い漁獲に努める。 

・漁業者は、休漁日を利用した漁場の清掃活動に努める。 

・漁業者は、密漁監視を行い、地先水産資源の保護に努める。 

 

④施設・設備等の活用 

◆施設・設備の老朽化等への対応 

・漁協は、漁業収益力の向上や漁業者の安全な操業を図るため、老朽化

した施設の更新等を必要に応じて実施する。 

・操業に使用する餌を保管する冷凍庫の整備を検討する。 

漁業コスト削減

のための取組 

①燃油の急騰に対する備え 

・漁協は燃油の急騰による漁業コストの圧迫に備えるため、漁業経営セ

ーフティーネット構築事業への加入を推進する。 

②省燃油活動の推進 

・漁業者は、減速航行の徹底や係留中の機関の停止、不要不急な積載物

の削減による船体の軽量化、定期的な船底清掃による航行時の抵抗削

減や、スマート（海況予測）を活用し操業の効率化を図る等、省燃油

に繋がる活動を実施し、燃油消費量を抑制する。 

④ 休漁日の設定 

・各漁業種で休漁日を設定し、出漁日数の削減を行い、燃油コストの削

減を図る。 



漁村の活性化の

ための取組 

①漁業人材確保 
・漁業就業希望者受入れに必要な体制を整備する。 

②漁業人材育成 
・ベテラン漁業者の熟練した漁労技術を若手漁業者に伝承承継する為の

制度等を構築する。 
③その他の取組 
・町と連携し、地元の小中学校へ給食の食材として地元産水産物を提供 
し、魚食普及に取り組む。 

活用する支援措

置等 

漁業者保証円滑化対策事業（国） 
水産物供給基盤整備事業（国） 
水産多面的機能発揮対策揮事業（国） 
漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 
浜の活力再生・成長促進交付金（国） 

 

４年目（令和９年度） 所得向上率（基準年比）８.２％ 

漁業収入向上の

ための取組 

①魚価向上の取組 

◆地域ブランド「あしやんいか」を中心にタイ、サザエなど地元水産物の

認知度向上・消費拡大 

・漁協は、ケンサキイカの他産地との差別化のため、鮮度管理・取扱方

法について基準を設け、この基準を満たしたケンサキイカを「あしや

んいか」として魚価の向上を図る。 

・漁業者は、市場関係者等から情報収集を行い、タイ、サザエなど地元

水産物の高値販売を行う。 

・各種イベントに積極的に参加し、「あしやんいか」を中心として、タ

イ、サザエなど地元水産物をＰＲすることで、認知度向上及び消費拡

大を図る。 

・地元の「あしやんいか」取扱い飲食店においてＰＲすることで、認知

度向上及び消費拡大を図る。 

◆サワラの高鮮度処理による付加価値向上 

・漁協は、サワラの他産地との差別化のため、「海水氷による脱血処

理」等高鮮度処理を行ったサワラにブランドシールを貼り、魚価の向

上を図る。 

・漁協は、市場の卸売業者等から高値で売れる出荷形態（数量・サイ

ズ）等の情報を収集し、対応することで、魚価の向上を図る。 

・町、観光協会等と連携してサワラをＰＲし、サワラの認知度向上と消

費拡大を図る。 

◆未利用資源を活用した加工品の販売 

・未利用資源を利用した加工品について、資源保護の観点から持続可能

な適正量の漁獲を行い、加工品の製造・販売を行う。 

◆板ウニを中心とした販売による単価の向上 

・単価の高い板ウニでの販売に取り組むとともに、板ウニ単価が下落し

た場合は塩水ウニでの販売に切り替えるなど、市況の動きに柔軟に対

応することで単価の向上を図る。 

・塩水ウニの内容量の適正化など、消費者のニーズ等に対応した商品の

販売について検討する。 

 

②水産物消費拡大への取組 

◆各種イベントでの地元産水産物や漁業者の活動のＰＲ 

・町は、「ふくおか町村フェア」等遠賀地区内外の各種イベントにおい

て、地元産水産物やそれらを使った加工品、漁業者の活動等の周知・

ＰＲを行い、地元産水産物の販売及び加工利用の拡大を図る。 

◆町や観光協会等との連携による消費拡大 

・漁協及び町は、商工会や観光協会等と連携し、地元水産物の利用及び



販売の拡大を図る。 

 

③資源量増加の取組 

◆食害生物の駆除等による藻場の回復 

・漁協及び採介藻漁業者等は、水産多面的機能発揮対策事業等を活用

し、磯焼けの原因となるムラサキウニやガンガゼなどのウニ類の駆除

及び母藻の投入を定期的に行う。また、年１回のモニタリングで効果

等を継続して把握し、藻場の造成並びに漁場環境の保全と磯資源の増

加を図る。 

◆稚貝・稚魚の放流と資源管理の徹底 

・漁協及び漁業者は、関係機関と連携し、ヒラメ・アワビ等を放流する

ことで資源量の増加を図る。 

・採介藻漁業者等は、ウニの資源増大を図るため、県水産海洋技術セン

ター指導のもと、藻場が豊富な漁場へウニの移植を行う。また、この

移植作業を水産高校の学生と行うことで、漁場環境保全、資源管理の

取組の普及啓発につなげる。 

・漁協は、効果的な種苗放流を行うために保護区域を設定し、放流後、

漁獲サイズに至るまでの期間、放流した漁場を禁漁区に設定し、効率

的で効果の高い漁獲に努める。 

・漁業者は、休漁日を利用した漁場の清掃活動に努める。 

・漁業者は、密漁監視を行い、地先水産資源の保護に努める。 

 

④施設・設備等の活用 

◆施設・設備の老朽化等への対応 

・漁協は、漁業収益力の向上や漁業者の安全な操業を図るため、老朽化

した施設の更新等を必要に応じて実施する。 

・操業に使用する餌を保管する冷凍庫の整備を検討する。 

漁業コスト削減

のための取組 

①燃油の急騰に対する備え 

・漁協は燃油の急騰による漁業コストの圧迫に備えるため、漁業経営セ

ーフティーネット構築事業への加入を推進する。 

②省燃油活動の推進 

・漁業者は、減速航行の徹底や係留中の機関の停止、不要不急な積載物

の削減による船体の軽量化、定期的な船底清掃による航行時の抵抗削

減や、スマート（海況予測）を活用し操業の効率化を図る等、省燃油

に繋がる活動を実施し、燃油消費量を抑制する。 

② 休漁日の設定 

・各漁業種で休漁日を設定し、出漁日数の削減を行い、燃油コストの削

減を図る。 

漁村の活性化の

ための取組 

①漁業人材確保 
・漁業就業希望者受入れに必要な体制を整備する。 

②漁業人材育成 
・ベテラン漁業者の熟練した漁労技術を若手漁業者に伝承承継する為の

制度等を構築する。 
③その他の取組 
・町と連携し、地元の小中学校へ給食の食材として地元産水産物を提供 
し、魚食普及に取り組む。 

活用する支援措

置等 

漁業者保証円滑化対策事業（国） 
水産物供給基盤整備事業（国） 
水産多面的機能発揮対策揮事業（国） 
漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 
浜の活力再生・成長促進交付金（国） 

 

 



５年目（令和１０年度） 所得向上率（基準年比）１０.１％ 

漁業収入向上の

ための取組 

①魚価向上の取組 

◆地域ブランド「あしやんいか」を中心にタイ、サザエなど地元水産物の

認知度向上・消費拡大 

・漁協は、ケンサキイカの他産地との差別化のため、鮮度管理・取扱方

法について基準を設け、この基準を満たしたケンサキイカを「あしや

んいか」として魚価の向上を図る。 

・漁業者は、市場関係者等から情報収集を行い、タイ、サザエなど地元

水産物の高値販売を行う。 

・各種イベントに積極的に参加し、「あしやんいか」を中心として、タ

イ、サザエなど地元水産物をＰＲすることで、認知度向上及び消費拡

大を図る。 

・地元の「あしやんいか」取扱い飲食店においてＰＲすることで、認知

度向上及び消費拡大を図る。 

◆サワラの高鮮度処理による付加価値向上 

・漁協は、サワラの他産地との差別化のため、「海水氷による脱血処

理」等高鮮度処理を行ったサワラにブランドシールを貼り、魚価の向

上を図る。 

・漁協は、市場の卸売業者等から高値で売れる出荷形態（数量・サイ

ズ）等の情報を収集し、対応することで、魚価の向上を図る。 

・町、観光協会等と連携してサワラをＰＲし、サワラの認知度向上と消

費拡大を図る。 

◆未利用資源を活用した加工品の販売 

・未利用資源を利用した加工品について、資源保護の観点から持続可能

な適正量の漁獲を行い、加工品の製造・販売を行う。 

◆板ウニを中心とした販売による単価の向上 

・単価の高い板ウニでの販売に取り組むとともに、板ウニ単価が下落し

た場合は塩水ウニでの販売に切り替えるなど、市況の動きに柔軟に対

応することで単価の向上を図る。 

・塩水ウニの内容量の適正化など、消費者のニーズ等に対応した商品の

販売を行う。 

 

②水産物消費拡大への取組 

◆各種イベントでの地元産水産物や漁業者の活動のＰＲ 

・町は、「ふくおか町村フェア」等遠賀地区内外の各種イベントにおい

て、地元産水産物やそれらを使った加工品、漁業者の活動等の周知・

ＰＲを行い、地元産水産物の販売及び加工利用の拡大を図る。 

◆町や観光協会等との連携による消費拡大 

・漁協及び町は、商工会や観光協会等と連携し、地元水産物の利用及び

販売の拡大を図る。 

 

③資源量増加の取組 

◆食害生物の駆除等による藻場の回復 

・漁協及び採介藻漁業者等は、水産多面的機能発揮対策事業等を活用

し、磯焼けの原因となるムラサキウニやガンガゼなどのウニ類の駆除

及び母藻の投入を定期的に行う。また、年１回のモニタリングで効果

等を継続して把握し、藻場の造成並びに漁場環境の保全と磯資源の増

加を図る。 

◆稚貝・稚魚の放流と資源管理の徹底 

・漁協及び漁業者は、関係機関と連携し、ヒラメ・アワビ等を放流する

ことで資源量の増加を図る。 

・採介藻漁業者等は、ウニの資源増大を図るため、県水産海洋技術セン

ター指導のもと、藻場が豊富な漁場へウニの移植を行う。また、この

移植作業を水産高校の学生と行うことで、漁場環境保全、資源管理の



取組の普及啓発につなげる。 

・漁協は、効果的な種苗放流を行うために保護区域を設定し、放流後、

漁獲サイズに至るまでの期間、放流した漁場を禁漁区に設定し、効率

的で効果の高い漁獲に努める。 

・漁業者は、休漁日を利用した漁場の清掃活動に努める。 

・漁業者は、密漁監視を行い、地先水産資源の保護に努める。 

 

④施設・設備等の活用 

◆施設・設備の老朽化等への対応 

・漁協は、漁業収益力の向上や漁業者の安全な操業を図るため、老朽化

した施設の更新等を必要に応じて実施する。 

・操業に使用する餌を保管する冷凍庫を整備する。 

漁業コスト削減

のための取組 

①燃油の急騰に対する備え 

・漁協は燃油の急騰による漁業コストの圧迫に備えるため、漁業経営セ

ーフティーネット構築事業への加入を推進する。 

②省燃油活動の推進 

・漁業者は、減速航行の徹底や係留中の機関の停止、不要不急な積載物

の削減による船体の軽量化、定期的な船底清掃による航行時の抵抗削

減や、スマート（海況予測）を活用し操業の効率化を図る等、省燃油

に繋がる活動を実施し、燃油消費量を抑制する。 

③ 休漁日の設定 

・各漁業種で休漁日を設定し、出漁日数の削減を行い、燃油コストの削

減を図る。 

漁村の活性化の

ための取組 

①漁業人材確保 
・漁業就業希望者受入れに必要な体制を整備する。 

②漁業人材育成 
・ベテラン漁業者の熟練した漁労技術を若手漁業者に伝承承継する為の

制度等を構築する。 
③その他の取組 
・町と連携し、地元の小中学校へ給食の食材として地元産水産物を提供 
し、魚食普及に取り組む。 

活用する支援措

置等 

漁業者保証円滑化対策事業（国） 
水産物供給基盤整備事業（国） 
水産多面的機能発揮対策揮事業（国） 
漁業経営セーフティーネット構築事業（国） 
浜の活力再生・成長促進交付金（国） 

 

（５）関係機関との連携 

 

・岡垣町観光協会、芦屋町商工会と漁獲物の消費拡大、魚食普及の取組等に関する協力 

 

（６）取組の評価・分析の方法・実施体制 

・浜プランの履行状況を漁協内で点検し、その点検結果を年１回、再生委員会会員に報告

し、次年度の取組の改善等につなげる。また、必要に応じて再生委員会を招集する。 

 

 

 

 

 

 



４ 目標 

（１）所得目標 

漁業者の所得

の向上10％以

上 

基準年 
  

 千円 

 千円 

目標年  

 千円 

 千円 

（２）上記の算出方法及びその妥当性 

（３）所得目標以外の成果目標 

生産者1人あたりのあたりの

板ウニ販売枚数 

基準年 

平成30年度 ～ 

令和4年度の5年

平均： 

1,625 （枚） 

目標年 令和10年度： 1,788 （枚） 

漁業人材育成確保数の増加 

基準年 
平成30年度 ～ 

令和4年度： 
1 （人） 

目標年 
 令和6年度 ～ 

令和10年度： 
3 （人） 

（４）上記の算出方法及びその妥当性 

・生産者1人あたりの板ウニの販売枚数は、基準年を平成３０年度～令和４年度の５年平

均とした。今期浜プランにおいて、食害生物の駆除等による藻場の回復の取組を行う

ことで、最終年度の販売枚数を基準年より１０％向上させることを目標とした。

・過去の漁業人材育成確保数は、平成３０年度から令和４年度までの５年間で１人とな

っている。今期浜プランにおいて、漁業人材の育成、確保の取組を行うことで、令和

６年度から令和１０年度までの５年間に、３人の増加を目標とした。

５ 関連施策 

活用を予定している関連施策名とその内容及びプランとの関係性 

事業名 事業内容及び浜の活力再生プランとの関係性 

漁業者保証円滑化対

策事業 

漁業者は、漁業者保証円滑化対策事業及び漁業経営基盤強化金融支援

事業を活用することにより、積極的な設備投資を行い、漁労作業の安全

性の確保や生産性の向上を図る。 

水産物供給基盤整備

事業 

水産物供給基盤整備事業を活用し、漁港等の保全整備を実施すること

で、漁業者の安全な操業を図る。 

水産多面的機能発揮

対策事業 

水産多面的機能発揮対策事業を活用して藻場を保全し、資源量を増加

させることで、漁業所得の向上を図る。 

漁業経営セーフティ

ーネット構築事業 

漁業経営セーフティーネット構築事業を活用し、燃油価格が上昇した

ときの漁業支出の低減を図り、漁業所得の確保を図る。 

浜の活力再生・成長

促進交付金 

浜の活力再生・成長促進交付金を活用し、操業に必要な餌等を保管す

る冷凍庫の整備をすることで、効率的な操業を図る。 


